

















































生活を実現してきた．しかし，障害者の高齢化は非障害者に比べ， 10 年から 20 年ほど早
く進むとも言われている．実際に，40 歳代で認知症傾向が発症する知的障害者や生活習慣














会福祉法人 AJU 自立の家（以下， AJU 自立の家）」を主な分析の対象とする．  















らかにする．   
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会的 障壁 に よっ て 不 利益 を被 る 人」 と し て， 人に 動 詞の 受 身 形と して か かる “ disabled 
people”の表記がなされ，アメリカ障害学では「障害をもつ人」「障害者というマイノリ
ティ・アイデンティティをもつ人」として，まず，人ありきの“ people with disabil ity”






















する．   




























障害者運動における位置について整理した（第 3 節）．   


























第 3 節  社会福祉運動と障害者運動  
では，障害者はこれまでの間，ただ抑圧されるだけの存在であったかといえばそうでは
ない．患者運動をはじめとする障害者運動のなかにも権利獲得にむけた当事者運動を見出























ら社会モデルへの障害の概念の変化について取り上げた（第 3 節）．   



















第 3 節  障害の概念  －障害の社会モデルと国際生活機能分類－  
こうした基本理念の変化とともに障害の概念もまた変化している．本節では，世界保健


















第 3 章  自立生活理念の日本への移入と当事者主体のサービス提供  
      －自立生活センターという自立生活支援システム－  
第 3 章では，以下の３点に着目する．第１点は，1980 年代に北米から日本へ積極的に移
入されたとされる自立生活（ Independent Living）の理念や自立生活運動が，日本でどの
ように移入されたのか．特に，自立生活に必要不可欠な介助者であるパーソナル・アシス
タント（ Personal Assistant）が，それまでの介護者（ carer）とどのように違い，日本で
言及されるにいたったのかについて整理する（第 1 節）．第２点は，設立当初の日本の自








ついて論じた（第 3 節）．   































第３節  現在のパーソナル・アシスタンス制度  



































他の利用者は 1 割負担（障害福祉サービスと同様上限月額を設定）  
介助者の条
件  






札幌市が委託した「 PA サポートセンター」が利用者に対する支援を実施  









































第 4 章  障害当事者者による地域移行，自立生活支援システム  










いることについて触れた（第 3 節）．  
第１節  障害当事者による地域移行と自立生活プログラム  






AJU 自立の家の福祉ホームが設立された 1990 年から 2016 年 12 月末までに利用した計




図表２  福祉ホームサマリアハウスを通した地域移行実績  
 
                     AJU 自立の家より提供  
 
 












図表３  支援の先が可視化できる自立生活移行・継続  エンパワメント・プロセス  
 
        筆者作成  
 
































第 5 章  障害者運動を通した自立生活支援システムの構築  
－AJU 自立の家の歴史から－  
第 5 章では、障害当事者主体で自立生活や地域移行支援を実現してきた社会福祉法人




場の獲得（ 1966 年～ 1973 年）」として，よくする会が当初より市民運動として活動し始
めた前史に触れる（第 1 節）．次に，「運動方針の三本柱と法人設立に向けて（ 1973 年～
1990 年）」として，障害者運動を展開するうえで障害当事者自身の意識変革を試みながら
仲間内に留まらない運動を展開し（第 2 節），「運動体として，事業体として（ 1990 年～）」
1990 年の社会福祉法人化以降，障害者運動と法人事業とを両輪として推進した実践をまと
める（第 3 節）．さらに，「障害種別，団体の別を超えてネットワークを形成する（ 2007
年～）」ことを念頭に，他団体との連携，ネットワークを形成し設立した愛知障害フォー
ラム（以下， ADF）の事務局を担いつつ，行政機関，議会などと討議しながら条例づくり
に参画した新たな障害者運動の展開について論じた（第 4 節）．  


































第４節  障害種別，団体の別を超えてネットワークを形成する： 2007 年～  


























































































 第 6 章では，障害者就労施設の工賃課税問題が発生した当時の障害者就労の現状につ
いて述べるとともに（第 1 節），授産施設における工賃課税問題についてその経過を明ら
かにし，日本の障害者の労働権の不十分さについて述べる（第 2 節）．さらに，重度障害
者が日本のなかで労働権を獲得する可能性と課題について示した（第 3 節）．  
































































害者の福祉的就労の場さえ確保できなくなることが懸念される．   
 





図表６  授産工賃への所得税課税問題の経過表   
日付  経過  
2002.8.5～ 6 昭和税務署より税務調査  
2002.8～ 9 月  昭和税務署より数度にわたり調査官が訪れ，資料提出，「授産工賃は
課税対象であるので，平成 11 年から遡って追徴する」旨伝えられる  
2002.9.20 昭和税務署より税務署が授産生一人ひとりの追徴額を記した綿密な
資料が作成され，わだちコンピュータハウスに届けられた  





2002.10.30 昭和税務署より電話「 11 年から追徴するといっていたが，13 年から
の追徴にする． 11～ 12 年は指導事項ということで税金は発生しない
ことになった」との連絡  

















2003.01.21 厚生労働省社会・援護局長へ「授産工賃に関する質問状」提出  
2003.02.12 昭和税務署より異議決定書が届く．異議申し立て棄却  
2003.03.11 国税不服審判所へ不服申し立て  
2003.04. 措置制度から支援費支給制度へ（契約に基づく施設利用，応能負担
による利用料支払い）  
2003.04.11 国税不服審判所より昭和税務署の答弁書が届く  
2003.04.21 国税不服審判所より 6/4 の面談通知届く  
2003.05.01 国税不服審判所へ反論書提出  
2003.06.04 国税不服審判所にて面談  
2003.08.25 国税不服審判所へ反論書提出→ 9/10 意見書届く  
2003.10.07 国税不服審判所よりわだちコンピュータハウスへ聞き取り調査  












2006.01.05 名古屋国税局へ工賃の税法上の取扱に関して文書にて事前照会  
2006.04. 支援費支給制度から障害者自立支援法へ（応益負担による原則，利
用者 1 割負担開始）  
2006.04.06/07 「施設利用料 1 割負担不払いに関する決議｣により，法人理事長，愛
知県知事，名古屋市長へ「決議書」を提出（法人理事長には 06 日付，













2007.01 末  利用料不払いについては 06 年度で終了し，不払い分については期末
手当で支払うことで一致  
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